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第二点|よ 、F『実践的な職業能力』の育成口評価」についてでございます。日本は、こ

れまで職業能力の育成は、企業がいわゆるオン「ザ薔ジョブ+レーニング(0」T)として

行うのが主力でありました.しかし、近年、911え ば非正規労働者の方々のように、そう
した教育機会をなかなか得られない方々が増大しており、また、新たな成長分野では

職業能力の育成体制が脆弱であるという課題を抱えております。このため、教育機関
も含め社会全体で「実践的な職業能力」の育成、評価を行う体制づくりを検討していき
たいと思つております.
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急雇用対策本部「実践キャリア・アップ戦略推進チームJ(平成22年5月 25日 mr置 )

1.趣 ロ

新たな成長― はじめとして実践的な職業籠力青威〔キャリア・アップ)がな糖となっている一方で、井正
規労慟嗜など籠力青成の捜金に■まれない方 の々増大や、企業の人村青威投資のITが指鮎 れている。

こうした状況を臓まえ、4月 26日雇用戦略対薔におlfる鳩山内閣緯理大臣の指示に基づき、『実感持 リ
ア,アップ職縮推進チーAJを設置し、職業能力評価と教育・鶴力闘難 縮び付け―層●体系性 □つた上で、
一企業内にとどまらず社会轟 路的な精 リア・アップを目る戦略プロジェクトを推遭する。

2.メン′1-

主  壺 :荒井■凛職略担当大臣

“

主 壺

事務局長

事務局次長

細川厚生労働■大臣、齢本文部科学副大臣、増子経済産業II大臣、

平日内閣府回大臣

内爾府政策統播官(経済財政運営担当)

事 務 局

厚生労働省職彙籠力開発局長
文部科学省生涯学習政策局長

経済産業省経済産業●I策局喜臓官

内閣府

※ 必要に応じL関係副大臣等及び関係省庁事務方を追加

◆ 第1回会合 (5月 25日 )においてt「『実践キャリア・アツプ戦略』構想―骨子―」をとりまとめt

これを新成長戦略に反映。
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<基本的考え方>「肩書社会」から「キャリア社会」へ.

′ ヽ

新たな成長分野をはじめとして実践的な職業能力育成(キャリアロアップ)が急務となつている
一方で、著者や非正規労働者など能力育成の機会に恵まれない人々の増大や、企業の人材育

成機能の低下が指摘されている。
このため、少子高齢lLという制約要因を跳ね返し、新たな経済成長を支える「人づくりJを推進

する観点から、職業能力評価と教育e能力開発を結び付け―層の体系1ヒを図つた上で、一企業

向にとどまらず社会全体で実践的なキャリアロアップを図る戦略プロジエクトを推進する。
`

1

<主な取組1>「実践キャリア・アップ制度Jの導入・普及

キ

|(1)「 5か年目標」の策定

新たな成長分野や「人づくり」の効果が高い分野などを中心に、実践的な職業能力育成・評

価を推進する『実践キャリア・アップ制度」の導入・普及の「5か年目標」を策定する。

(2)「実践キャリアロアップ制度」導入第1次プランの策定

1  上記目標を踏まえ、第1次プラン(22～ 23年度)を策定する。
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「5か年目標」の骨子

Jr・
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①戦略分野の選定
5年間で制度導入を想定している分野を選定

②職業能力評価制度 (『キヤリア段位』都I度)の導入 (「 日本版NVQJの Ell設 )

実践的な職業能力を明確化し、教育・能力開発と結び付け、能力を客 観的に評価する『キャ

リア段位』制度を導入                            
・

③各分野の職業能力育成(キャリア]アップ)プログラムの策定

<「キャリア・アップロプログラム」の目指す方向>
i)企業内0」T重視
il)「学習ユニット積上げ」方式の導入
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く主な取組2>教 育システム等との連携
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「実践キャリア・アップ制度」と大学・専門学校等の教育機関との連携を図り、新しい分野に

即応できる就業力を育成しつつt職業分野ごとに求められる資格や能力等に対応した教育
システム(学習しやすいプログラム、質の保証)を、職業能力評価に照らしつつ構築する.

また、職業訓練機関についても連携を図り、質保証等の観点から効果的な職業訓練プロ

グラムを提供する。 I

く主な取組3>推 進体制の整備
・・・・

口 ‐ =、

一「実践キャリア]アップ制度」の導入口普及、教育システム等との連携のための産官学労の
「推進体制Jの整備
0「実践キャリア・アップ戦略推進チーム(主査 :仙谷大臣)」 の下に、「専門タスク・フォニス」

を設置 (見識実績のある民間有識者も配置)。
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～「元 気た シナリオγ』(0月 1.8.目

21世紀日本の復活に向けた2可 の国家戦略プロジエクト

VI.雇用・人材分野における国家戦略プロジエクト

19.『キャリア殿位」

“

度とパーソナル・サポート制度の導入

′
゛ "~・

・
H口

… … …
暉 ロ ロ ‐ ロ ロ ‐

“
― ロ ー ロ ‐ 口 ‐ ロ ロ ‐ 口 ‐

1‐
‐ ‐ 口

… … … …
‐

"‐
‐ ― ‐ 口 ‐

「

口 甲 口 ‐ ロ ロ ●
・

‐
"口 "口

‐ ‐ 口
"‐

‐
・・

“
‐ い ‐

T‐

‐
"‐

口 ~ロ ロ ‐ 口 ‐ 口

T‐
口 ‐

T‐ =‐

‐

T‐
… …

口 ‐

T‐
‐

ヽ
、

、

1
■
1

時代の要請に合つた人材を育成・確保する
する「実■tキャリア・アップ制度」では、■
観光など新たな成長分野を中心に、英国の職
Vocationa1 0ualification)を参考とし、ジョブ・カニド制度などの既存のツTルを活 |
用した『キヤリア段位』を導入日普及する (日本版WOのま設)。 あわせて、育成プロ |
グラムでは、企業内OJ丁 を重視するほか、著者や母子家庭の母親など、まとまつた時間

が取れない人やリカレント教育向けの「学習ュニット積上 Iザ方式」の活用や、実践キャ

リア・アップ制度と専門学校・大学等との連携による学習しやすい効果的なプログラム

の構築を図る。

同時に、失業をリスクに終わらせず、新たなチャンスに変えるための「セーフティ=

ネツトワーク」の実現を目指し、長期失業などで生活上の困難に直面している人々を個

別的・継続的・制度横断的に支える「パニソナル ロサポー ト」を導入するほか、就労・

自立を支える「居住セーフテイネット」を整備する。
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L基_二Jh量塑=ゴ1■位』:皿度:と

'ヽ

■,チ.1止|■ポ■ltll.産51筆天T「丁「:I:下¬

●日本版NVQの創設 (NVQl英国で却年以上前から導入されている国民共通の職業能力評価制度)

●失業を新たな職業能力や技術を身につけるチヤンスに変えるFセーフティロネットワーク」の実現

r介整J『保青JF農林水産J「環境 Eェネルギー』『観光』などの新成 :

長分野や、「人づくり』の効果の高い分野などを中心に、職率能力 :

拝伍・青威を推進                     :

バーサ ′b・サポ→ ―●tし 支撮を必要としている人に対して、日:劇

的かつ纏線的なIEn・カウンセリングの実L本 人の抱える日目の
全体的な把握L諄姜なサービスのコーディネイト:自立に向けた
フオロープップを難

多様かつ嘉慶で、
予劇目菫な彙彗が可能

座学+0」丁
[ジョプ・カード覇度の活用等)

主に予ヨで

“定理業務が可能

パーソナル=サポーター=… み
=人(主人は法費や■壼が童わ●rt主人)
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I‐豊考2新成長戦賂工程表 _『VI:_雇用F■‐材戦略.:,「出番Jと:[居撮FI」のあ廻 1員主主1,②』,… ………___
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今 後 の 進 め 方 ―晴 想骨子」(5月 25日 )及びF新成長戦略」(6月 18日 )を受けて一

①
Ｆ
降

導入分野の決定 (9月まで)

23彙産無 に■■す二「電―まプ璧JttMH駒 (3苺4分野〕を決定。
(分野案)「介重・ラ輌 誉ア」、「[壇・エネ

ー
  〔奮、林業〕」L『壼・■土Jなど

→ 成,長分野であつて、一企業だけでなく多くの企業甲産業に通用‐する専Fl家を育成するとの観点から選定

速やかに豊饉菫辺」目H塾詢魔設置。分野毎の「職業能力評価基準重及び「職業能力
育成(キャリア・アップ)のためのカリキュラム」の策定に当たつての     (年 内1目 途)

② 分野横断的な制度設計 (年内目途):

◆ 壁控巳鯉J"日Шユ」腱轟戯巳虚出田醒m目出E蓋盛整由Lをとりまとめ。

● 具体的検討事項
・ 曖位の撤やレ句レ0泄定
・ 具体的な評価方法
・ 颯青システムと0具体的遭携方法
・ 既存制ま〔職業亀力評価薔率制度、責格・検定劇嚢、ジョ動 ―ド制度等)と0関係整理 (積極的活用を含む)

・ 機構的な質保置策
・ 職業餞力青虜プログラムの在り方(モジュール1ヒされた「学詈・

―ット積上げJ方式、「●―ラー ダJ等〕
・ 居知・広報体制  など

10



◆

◆

※実践キャリア・アップ戦略推進チーム

専門タスクフォース 第2国会合提出資料 抜粋

実践キャリアロアップ制度「第一次プラン対象業種」 (案 )

一新成長分野べの労働移動促進、ス″育成 燿 探 ―

来年度までに評価基準及び育成プログラムを策定する「第一次プラン対象業種」(案 )は、以下のとおり。

業種毎に、速やかに「作業部会」を」設置し、年末を目途に論点整理を行う。

「 環 境 ・ エネルキ

゛
― (含 、林 業 )」 1分 野  ・グリーン・イハ

゛
―ションによる環境ロエネルギー大国戦略 (新規雇用140万人 )

「省エネ・温室効果ガス削減等人材」(カーボンマネジメント人材 (仮称))

◇ 省エネや温室効果ガス排出削減、森林吸収に係る診断等 (審査・検証等を含む)を行う人材

◇ 特に中小企業や農林業、オフィスロ店舗等、家庭において、削減ホ
゜
テンシャル等を把握し必要な取組等をアト・ハ・イス

「 介 護
ロ
ラ イ フ ケ ア 」分 野  ロライフロイバ ーションによる健康大国戦略 (新規雇用284万人)

「介護人材」

◇ 在宅介護・施設介護を通じた汎用性のある人材

◇ 現行の介護福祉士・ホ=ムベルパーなど既存の資格制度等との連動を検討 (研修のT部免除等 )

「 食 ・ 薔 :光」1分野  ・観光立国口地域活性化戦略 (新規雇用56万人)・農林水産分野の成長産業化

「6次産業化人材」(6次産業化プランナニ人材 (仮称))

6次産業化の取組に対する専門的かつ総合的なアドバイスロ指導を行う人材

食品の品質管理ロマーケティンク
・、農業等の知識を有し、農業等生産から商品開発口事業化等を一貫して指導



1口 介護人材

O介護分野は成長分野であるが、労働力人口が減少する中で、人材確保が重要な課題

0人材確保ができない原因は、処遇の低さとキャリアアップの困難さ
口 介護職員については、離職率は高い傾向があり、中長期的な定着が図られておらず、地域によっては

人手不足。その原因は、①賃金をはじめとする処遇の低さ、②キヤリアアップの困難さ
口 能力開発に関しては、介護職員は利用者に適切なケアができているかが最大の不安であり、

介護能力の向上に向けた研修に対する要望が強いが、多くは年に1～ 2回の研修しか実施されていない。

O介護職員のプロフェッショナルとしての質の向上によるキャリアアップが必要
・ 介護サービスに対しては、認知症ケアや医療ニーズを持つ人への対応等、質の高いサービスが

求められている。
・ 処遇を改善するため、当面の措置として(～平成23年度)、 介護職員1人当たり月額1.5万 円を

介護事業者に交付し、平成22年 10月 からは事業者においてキャリアパスを定めることも求められているが、

能力評価が十分に位置づけられているとは言い難い状況
B今 後、中長期的には、介護職員の質の向上を図りつつ、プロフェッショナルとして認知されることにより、

介護福祉士等の資格や職員の能力に応じてキャリアパスが描けるようにしていくことが必要
・ その際、介護職員が働きながらキャリアアップできる仕組みが求められている。
・ また、介護職員の賃金の多くは、介護報酬で賄われていることから、資格や能力に応じたキャリアパスに

ついて介護報酬上の評価を検討することも重要

・ 介護福祉士の資格取得方法については、平成19年に法改正を行い、養成施設卒業者にも国家試験が義務付けられるとともに、実務経験

ルニト(改正前は実務3年十国家試験)に 6か月以上の課程を新たに義務付け。
これらの改正は平成24年 度から施行予定であるが、「今後の介護人材養成の在り方に関する検討会中間まとめ」(平成22年 8月 )では、施

行を3年程度延期すべきとの方向性が示されている。



進め方のポイント

○ 幅広い人材を育成・確保する観点から、在宅介護・施設介護を通じた汎用性のある職業能力評価を

目指す。

<参考>現在の職業能力評価基準
=在宅介護について作成済み (施設介護について作成中)

・ 訪問介護サービス、通所介護サービス等職種・職務別に必要とされる能力を基準化

O資 格制度等との連動を検討
・ 介護福祉士の養成課程との整合性、ホームヘルパー研修の一部免除 等

0専 門学校 ,大学との教育課程との連動を検討

0企 業の取組インセンティブ付与を検討
口介護報酬上の評価等の検討も重要
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